
事業事前評価表 
 
Ⅰ．対象事業名 
国名：インド 
案件名：マハラシュトラ州送変電網整備事業 
L/A調印日：2007年 9月 14日 
承諾金額：16,749百万円 
借入人：インド大統領（The President of India） 
Ⅱ．本行が支援することの必要性・妥当性 
インド全国の電力需給を見ると 1998年度以降、電力量で約 6～9％、ピーク時必

要出力で約 11～14％の深刻な電力不足が生じている。加えて、高い送配電ロス率
（2004年度のインド全国平均は 31.3％）、頻繁に生じる停電が供給面での大きな問
題となっている。 
インド政府は、第 11 次 5 ヶ年計画（2007 年 4 月～2012 年 3 月）において、

78,000MWの新規電源開発を行うとともに、電源が集中する北部、北東部、東部か
らその他地域への効率的な電力供給のため、全国で高圧送電網を増強するとしてい

る。また、2001年より配電部門の改善を目的とした「早期電力開発・改革プログラ
ム」を実施している。現政権の共通綱領（2004年 5月）でも、電力等のインフラ整
備は最優先の課題とされている。 
本行の海外経済協力業務実施方針においては、「経済インフラの整備」が対インド

支援の重点分野として位置付けられており、本事業への支援は同方針に合致する。 
インド西部マハラシュトラ州（州都：ムンバイ）は経済規模でインド最大の州で

あり（全国の GDP の 14.7%）、同州の 2006 年の経済成長率は約 9%と急速に伸び
ている。これに伴い、同州のピーク時電力需要は 2001 年の 12,535MW から 2005
年には 16,069MWに増加（年平均増加率約 7%）し、今後も同程度の伸びが予想さ
れているため、同州は州外からの買電とともに、2011 年末までに約 12,000MWの
新規電源開発を計画している。州内送電網は全長 35,626km、変電所 473カ所（2007
年 3月時点）であるが、電力需要の増加により、多くの施設で送変電容量が逼迫し
つつある。とりわけ、電力消費はムンバイ等州西部沿岸地域に集中しているものの、

州内の電力供給源は主に州東部にあり、また多くの電力を州外から輸入しているた

め、州西部地域の送変電網の拡充が急務になっており、本事業を本行が支援する必

要性・妥当性は高い。なお、本事業対象地域には 67の本邦企業が進出しており（2006
年 6 月）、本事業で安定的な電力供給を確保することによる本邦企業への裨益効果
が期待される。 
Ⅲ．事業の目的等 
本事業は、インド西部マハラシュトラ州において、州内送変電網を整備すること

により、急増する電力需要に対応する安定的な電力供給を確保し、もって地域の経

済発展と生活水準向上に寄与するものである。 



Ⅳ．事業の内容 
1. 対象地域名 
マハラシュトラ州 ワシ管区、プネ管区、カラド管区、ナシック管区 
 

2. 事業概要 
(1) 変電設備の増強（変圧器及び関連機器） 
(2) コンサルティング・サービス（進捗管理、組織能力強化） 
 
3. 総事業費 

20,712百万円（うち、円借款対象額：16,749百万円） 
 
4. スケジュール 

2007年 10月～2010年 9月を予定（36ヶ月）。全ての建設工事及びコンサルテ
ィング・サービスの完了時をもって事業完成とする。 
 

5. 実施体制 
(1) 借入人：インド大統領（The President of India） 
(2) 実施機関：マハラシュトラ州送電公社  (Maharashtra State Electricity 

Transmission Company Limited) 
(3) 操業・運営／維持・管理体制：(2)に同じ 
 
6. 環境及び社会面の配慮 
(1) 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
① カテゴリ分類：C 
② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガ

イドライン」（2002年 4月制定）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性
及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影響は最小限で

あると判断されるため、カテゴリ Cに該当する。 
(2) 貧困削減促進：特になし。 
(3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配
慮等）：特になし。 

 
7. その他特記事項：実施機関の組織能力強化支援をコンサルティング・サービス
の一部として行う。 

Ⅴ．事業効果 
1. 運用・効果指標 
 



 

 
2. 受益者数 
実施機関は配電会社に電力を供給し、受益者への直接の電力供給は各配電会社が

担うことから、本事業による直接的な受益者数は確認できないものの、間接的には

事業対象 4管区の人口 6,164万人に裨益する。 
 
3. 内部収益率 
以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 23.0％となる。 
【EIRR】 
費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
 便益：送電収入の増加 
 プロジェクト・ライフ：30年 

指標名 
基準値 

（2006年実績値） 
目標値（2012年） 
【事業完成 2年後】 

変圧器の稼働率（%） 81.9 62.0 

Ⅵ．外部要因リスク 
特段なし。 
Ⅶ．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の送変電網整備事業に係る事後評価からは、事業効果の十分な発現のために

は、送変電網の整備に加え、事業実施後の継続的な設備増強と潜在需要に対応する

新規電源開発が必要との教訓を得ている。これに対し、マハラシュトラ州では 2011
年末までに約 12,000MW の新規電源開発を行い電力不足を解消する計画を策定済

みであり、その進捗状況につき定期的にモニタリングしていく予定である。 
Ⅷ．今後の評価計画 
1. 今後の評価に用いる指標 
(1) 変圧器の稼働率（%） 
(2) 内部収益率：EIRR（%） 
 
2. 今後の評価のタイミング 
事業完成 2年後 

 


